
（平成２４年７月２５日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認旭川地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 1 件



旭川厚生年金 事案 989  

 

  

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 47年 11月９日から 49年２月 21日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格取得日に係る記録を 47

年 11 月９日、資格喪失日に係る記録を 49 年２月 21 日とし、当該期間の標準

報酬月額を 47 年 11 月から 48 年６月までは３万 9,000 円、同年７月から 49

年１月までは５万 2,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年秋頃から 49年２月頃まで 

 昭和 46年秋頃から 49年２月頃まで、株式会社ＡＢ営業所でＣ業務として

勤務した。 

 申立期間の年金記録を確認したところ、株式会社ＡＢ営業所での厚生年金

保険の加入記録が確認できなかった。 

 株式会社ＡＢ営業所に採用となった時、同社に厚生年金保険被保険者証を

提出したことを記憶しているので、厚生年金保険に加入していたと思う。 

 年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間のうち、昭和 47 年 11 月９日から 49 年２月 20 日までの期間につ

いて、雇用保険の被保険者記録及び複数の同僚の供述により、申立人は、株

式会社ＡＢ営業所でＣ業務として勤務していたと認められる。 

 また、申立期間当時の株式会社ＡＢ営業所の所長及び同社本社の経理事務

担当者は、いずれも「株式会社Ａでは、社会保険事務は、Ｄ本社で一括して

取り扱っており、全員、採用と同時に厚生年金に加入し、給与から厚生年金

保険料が控除されていた。同社では、従業員は全員、正社員として採用して

おり、試用期間が無く、また、パート等の身分の者もいなかった。」と供述し



ている。 

 さらに、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、

申立人と同職種（Ｃ業務）の女性二人を含む同僚６人については、いずれも

当該期間において厚生年金保険被保険者資格が確認できる上、申立人の前任

者とされる同僚についても、同被保険者資格が確認できる。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間のうち、昭和 47年 11月９日から 49年２月 21日までの

期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたもの

と認められる。 

 また、標準報酬月額については、申立人と年齢の近い同僚の記録から判断

すると、昭和 47 年 11 月から 48 年６月までは３万 9,000 円、同年７月から

49年１月までは５万 2,000円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、同保険料を納付したか否かについては不明としているが、

株式会社Ａの申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に整理番

号の欠番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所（当時）の

記録が失われたとは考えられない上、仮に、事業主から申立人に係る被保険

者資格の取得届が提出された場合には、その後、被保険者報酬月額算定基礎

届及び被保険者資格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、いずれ

の機会においても社会保険事務所が申立人に係る届出を記録していないと

は、通常の事務処理では考え難いことから、事業主から社会保険事務所へ資

格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る昭和 47 年 11 月から 49 年１月までの厚生年金保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該期間に係る厚生年金

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 一方、申立期間のうち、昭和 46 年秋頃から 47 年 11 月８日までの期間に

ついて、雇用保険の被保険者記録によると、申立人は、株式会社Ａにおいて、

47 年 11 月９日に被保険者資格を取得し、49 年２月 20 日に離職しており、

当該期間について被保険者資格を取得した記録が確認できない。 

 また、申立人が、株式会社ＡＢ営業所の先輩として名前を挙げた同僚は、

「私は、昭和 47 年 10 月に株式会社ＡＢ営業所で採用となった。申立人は、

私より少し後に同社Ｂ営業所で採用となった。」と供述しており、これは、

上記の申立人に係る雇用保険の被保険者記録、当該同僚に係る雇用保険及び

厚生年金保険の被保険者記録と符合する。  

さらに、株式会社Ａは、オンライン記録によると、平成 11 年４月＊日に

厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、商業登記簿謄本によると、

同年３月＊日に解散しているほか、申立期間当時の事業主は、「当時の申立

人の取扱いについては関与していない。」としていることから、申立人の当



該期間における勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について、供述及び関

係資料を得ることができない。 

 このほか、当該期間において、申立てに係る事実を確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



旭川国民年金 事案 646 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和51年４月から52年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。また、同年４月から平成３年４月

までの保険料については、免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和24年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和51年４月から52年３月まで 

             ② 昭和52年４月から平成３年４月まで 

    国民年金の加入手続について、記憶していないが、昭和51年４月頃、Ａ

市役所から国民年金保険料の督促状が届いたため、Ｂ団体の関係者二人と

一緒に同市役所へ行き、約１年間分の保険料として3,000円を納付した。 

    昭和52年度の国民年金保険料については、私が保険料の申請免除手続を

行い、53年度以降の保険料については、53年５月に婚姻したことから、妻

が私と妻の保険料の申請免除手続を行っていた。 

    申立期間について、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①については国民年金保険料を納付し、申立期間②に

ついては保険料の申請免除手続を行ったと主張しているが、申立人に対し、

国民年金手帳記号番号が払い出されていたことは確認できない上、当該期間

の保険料の未納記録は、オンライン記録から、平成12年９月12日付けで遡っ

て国民年金被保険者資格記録が追加されたことにより発生したものであるこ

とが確認できることから、当該期間当時、申立人は、国民年金に未加入であ

ったと考えられる。 

   また、申立期間①について、申立人が、当該期間の国民年金保険料を納付

した際に、Ａ市役所に同行したとされるＢ団体の関係者のうち申立人が名前

を挙げている一人は、「申立人の名前は記憶に無い。当時、会員から国民健

康保険の相談を受けることはあったが、国民年金の相談は受けていなかっ

た。」と供述している。 



   さらに、申立期間②について、申立人は、昭和53年５月に婚姻する以前は、

自分で国民年金保険料の申請免除手続を行ったとし、また、婚姻後は、申立

人の妻が、夫婦二人分の保険料の申請免除手続を行ったと主張しているが、

その妻も、申立期間②のうち、国民年金の加入期間は、申立人と同じく保険

料が未納となっている。 

  加えて、申立期間は約15年と長期間である上、申立人が、申立期間につい

て国民年金保険料を納付していたこと、又は申請免除手続を行っていたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）、及び保険料の納付を免除され得

る状況にあったことや免除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申

立期間の保険料を納付していたこと又は免除されていたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。また、申立人が申立期間②の保険料を免除されていたもの

と認めることはできない。 

 

 

 



旭川厚生年金 事案990 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和21年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和42年５月１日から45年12月１日まで 

    Ａ公社に勤務していた親戚の紹介により、昭和42年５月１日から45年11

月30日まで、Ｂ市内に所在した同公社の事業所に勤務し、Ｃ業務に従事した。 

    国の年金記録を確認したところ、当該事業所における厚生年金保険の加入

記録が無かった。 

    年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の従事業務及び事業所に勤務するに至った経緯に関する具体的な供

述内容から判断すると、期間の特定はできないものの、申立人がＢ市内に所在

するＡ公社の事業所に勤務していた状況はうかがえる。 

しかしながら、雇用保険の被保険者記録によると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和42年５月１日から43年２月３日までの期間において、別の事業所（Ｄ

株式会社）で被保険者資格を取得していることが確認できる上、同年２月４日

から45年11月30日までの期間においては、被保険者記録が確認できない。 

また、オンライン記録によると、申立人は、申立期間のうち、昭和42年５月

１日から43年２月３日までの期間において、別の事業所（Ｄ株式会社）で厚生

年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できる上、これは、上記の

雇用保険の被保険者記録とほぼ一致していることが確認できる。 

さらに、申立人に当該事業所を紹介したとする親戚の同僚は、既に死亡して

いる上、申立人は、ほかの同僚の名前を記憶していないことから、申立人の当

該事業所における勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について、供述を得る

ことができない。 

加えて、申立人は、当該事業所の所在地について、明確に記憶していないこ



とから、Ａ公社関係事業所の適用状況一覧において、申立期間当時、Ｂ市内で

厚生年金保険の適用事業所として確認できる17事業所について、申立期間に係

る健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認したが、申立人の名前は確認でき

ない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


